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1．はじめに   

近年，市町村合併が全国で加速度的に進んでいる．市  

町村合併により役所の統廃合が実施されると，役所圏  

域が広がり，役所までのアクセス距離が伸びる住民が  

発生し，結果としてアクセス距離の格差拡大が危倶さ  

れる．そこで，本稿では，市町村合併進行と格差拡大と  

の関係を数値化し，富山県にて現在進行している，さ  

らには提案されている市町村合併パターンを評価する．   

平等性指標として，平均距離格差，すなわち利用者  

ペアあたりの役所までの距離差の平均値を用いる．こ  

の数値が小さいほど平等とみなす．そして，最初に合  

併後の市町村数を所与としたときの平均距離格差を最  

小とする合併パターン間題を考える．これは，現在進  

行しているさらには提案されている市町村合併パター  

ンを平均距離格差で評価する際にその下限値を与える．  

ただし，この場合には距離を等しくするために，隣接  

しない市町村による合併パターンが最適となる可能性  

もある．そこで，次に最も近い役所へ行くという制約  

を課した平均距離格差最小化問題を定式化し，その最  

適解を求める．さらに，平等性が重要とはいえ効率化  

が行財政改革の・第一目標であるから，役所までの平均  

距離を最小化する合併パターン間題を考える．   

2．整数計画問題  

所与の変数   

所与の変数は以下のように与える．  

几：合併前市町村数 m：合併後役所立地候補点数  

ダ：合併後市町村（役所）数  

pi‥合併前各市町村乞（乞＝1，…，m）の人口  

p‥対象地域の総人口つまりp＝∑ニ1動  

転‥各市町村役所位置乞から立地候補点j（ゴ＝1，…，m）  

への距離  

決定変数   

また，決定変数は以下のように与える．   

緩真裏墓pip搬d刷  

＝±妄妻妾妄由一トゴニ‥圭   

一肌d抑一端∫）   

一p勅dた…j）‰‘（1）  

ここで，第2項と第3項について考えると，∑≡1（1一  

鴇‘）＝∑芸1（1－均）ニm－1となり，∑芸＝1鋸ニ  

∑た1pi＝pであるから，  

γlm Tlm  

∑∑鋸（ト」甑）＝∑∑pi（ト」侮）＝p（m－1）  
た＝1‘＝1  l＝1J＝1   

となる・これより，式（1）は  

擁刷－d抑   
l＝1ゴ＝1人：＝1J＝1  

2（m－1）憲、蒜，，′  
∑∑抑Jり11J  
i＝1ブ＝1  

（2）  

また，式（2）はMandell（1991）で示されているように  

絶対値をはずすと以下のように定式化できる．  

最小化指差真裏p豆p脇＋屯た‘）  
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条件   ℃j＝1  ∀豆  

ゴ＝1  

均一ズメ≦0  ∀乞，j  

∫・＝∫ニー  

J＝1  

毎均一dた‘鴇‘＝咤た‘一句た‘∀宜，j，り  

d去た‘≧0  ∀ま，抽g  

屯たJ≧0  ∀乞，j，り  

候補点ゴが合併後役所となる  

それ以外   

市町村豆の人が合併後jの役所を利用する  

それ以外  

平均距離格差最小化問題   

目的関数は以下のように2次から線形へ変換するこ  

とができる．  
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最近隣役所割当制約   

次に最寄りの役所へ行く制約式を考える．市町村豆  

の住民が市町村Jの役所を利用するときの距離毎が，  

布地されているすべての役所（ズ。＝1となるq）まセ  
の距離d盲q以下であれば最寄り役所人行くことになる・  

これを制約式として組み込むために，  

diJ（均＋ズq－1）≦diqズq ∀乞，再  

を考える・叛，ズqとの関係を表1に示す・  

表1：制約式と変数の関係  

4．おわりに   

平均距離格芹最小化問題が整数計画問題で定式化で  

きることを示した．そして，富山県の事例を通して，  

合併が進むにつれて平均距離が増大することはもとよ  

り平均距離格差も拡大することを示した．同時に，富  

山県が想定している合併パターンは平等性が低いこと  

を指摘できた．   
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羊ブ」㍉  dij（Ⅵj＋方寸－1）   diqズ9   

1  1   dij  ≦ diq   

1  0   0  ≦  0   

0  1   0  ≦ di9   

0  0   －diメ  ≦  0  

ズ9＝1の時毎≦di。となり，また他の条件におい  

てもdi9＞0，－d豆ブ＜0となることから，この制約式は  

最近隣役所割当制約条件となる．  

平均距離最小化問題   

平均距離最小化問題，すなわちpLmedian問題を考  

え，その解における目的関数値と平均距離格差を求め  

る．   

3．平等性からみた市町村合併パターンの評価   

富山県では，平成12年4月現在の市町村数が35で  
ある．これに加えて，平成17年1月現在の市町村数  

27，平成17年1月現在の合併法定協議の市町村数16，  

県が示している5広域圏，合計4つの市町村組み合わ  

せパターンについて，平均距離格差と平均距離を求め  

る．同時にそれらの数のもとでの平均距離格差最小解  

と最近隣割当制約平均距離格差最小解，平均距離最小  

解を求める．ただし，市町村人口は役所に集約し，立地  

候補点は現在の市町村役所位置に限定する．また，自  

市町村に新役所が位置する場合には市町村内々距離と  

して面積から円近似した平均距離を利用する．データ  

は平成12年国勢調査と平成12年版数値地図を用いた．   

図1は施設数と平均距離格差の関係を示したもので  

ある．最近隣割当制約平均距離格差最小イ妊は格差最小  

値と平均距離最小値との間に位置する．富山県の合併  

パターンの値は平均距離格差下限値はもちろん，平均  

距離最小解よりも高く，平等牲の見地からは望ましい  

配置と言えない．また，合併が進行するにつれて，平  

均距離格差が拡大する様子も観察できる．   

図2は横軸に平均距離，縦軸に平均距離格差をと．っ  

た二目的グラフである．富山県の合併パターンは，平  

均距離は最適解と比較して変わらないが，平均距離格  

差は最適解と比べて大きいという結果になった．  
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図1：平均距離格差の比較  
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図2：平均距離と平均距離格差   
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